
2013年政治経済学研究科　自己点検・評価報告書

第１章　理念・目的

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

a ◎大学院は研究科または専攻ごとに，人材の
養成に関する目的その他の教育研究上の目
的を学則またはこれに準ずる規則等に定めて
いること。
◎高等教育機関として大学が追及すべき目的
を踏まえて，当該大学，学部・研究科の理念・
目的を設定していること。
　　　　　　　　　　　　　【約５００字】

政治経済学研究科は，大学院学則別表４に「人材養成その他
教育研究上の目的」を明記し，本学の建学の精神や「『個』
強くする大学」という本学の理念の実現を目指している【1-
14-1】。研究科の目的は，「複雑化した現代社会が抱えてい
る諸問題の解決に取り組む人材を育成することを目的とし，
学術，研究の高度化に対応できる優れた若手研究者と，今日
の複雑化，高度化した社会が求める専門的知識と技術を持っ
た高度専門職業人の育成を使命としている。」【1-14-2】

重要度の増してきて
いる外国人留学生に
対する教育・研究方
針の確立などの国際
化への対応に加え，
現在，カリキュラム
改革が進行中である
ので，理念・目的の
検証が必要である。

カリキュラム改革に合わ
せ，理念・目的を検証す
る。

　理念・目的の検証
は定期的に行われて
いるが，国際化への
対応等は今後のカリ
キュラムの改訂に合
わせて，理念・目的
との整合性について
計画的に検証を行う
ことが必要になる。

①現状の説明
1-14-1　明治大学大学院学則別表４
1-14-2　2015年度教育・研究に関す
る長期・中期計画書

b ●当該大学，学部・研究科の理念・目的は，建
学の精神，目指すべき方向性等を明らかにし
ているか。
　　　　　　　　　　　　　【約１００字】

本研究科の将来的な方向性については，基本理念において，
今日の複雑化，高度化した社会が求める専門的知識と技術を
持った人材の育成を使命としたうえで，教育・研究活動を継
続しており，目指すべき方向性を明確にしている。

a ◎公的な刊行物，ホームページ等によって，教
職員・学生，受験生を含む社会一般に対して，
当該大学・学部・研究科の理念・目的を周知・
公表していること

　　　　　　　　【約１５０字】

社会一般にはホームページ【1-14-3】，学生には大学院シラ
バス【1-14-4：4貢】，志願者には大学院ガイドブック【1-
14-5：32貢】，大学院学生募集要項【1-14-6：1貢】に掲載
し，本研究科の理念・目的を周知している。

①現状の説明
1-14-3　政治経済学研究科ホーム
ページ「人材養成その他教育研究上
の目的」
http://www.meiji.ac.jp/dai_in/po
litical_science-
economics/outline/mokuteki.html
1-14-4　2014年度政治経済学研究科
シラバス（抜粋）
1-14-5　2015年度明治大学大学院ガ
イドブック（抜粋）
1-14-6　政治経済学研究科2014年度
大学院学生募集要項

a ●理念・目的の適切性を検証するに当たり，責
任主体・組織，権限，手続きを明確にしている
か。また，その検証プロセスを適切に機能させ
ているか。
　　　　　　　　　　　　　【約３００字】

　理念・目的の適切性の検証については，毎年度，「教育・
研究に関する年度計画書」の作成時に，「研究科執行部」に
おいて検証し，「研究科委員会」で承認している。年度計画
書は，大学基準協会の定める大学基準に基づき章立てされて
いるため，第1章で「理念・目的」を定めており，毎年度，
検証することとなっている。

　理念・目的の検証
については，自己点
検・評価報告書と
「年度計画書」を作
成するプロセスにお
いてもなされている
が，十分な体制とは
言えない。

　カリキュラムの改訂に合
わせて，理念・目的との整
合性について計画的に検証
を行う。

　理念・目的の検証
については，毎年
度，たとえば大学院
ガイドの改訂の時期
などに合わせて，そ
の適正性を含めて体
系的に行う必要があ
る。

（１）政治経済学研究科の理念・目的は適切に設定されているか

（２）政治経済学研究科の理念・目的が，大学構成員（教職員及び学生）に周知され，社会に公表されているか

（３）政治経済学研究科の理念・目的の適切性について定期的に検証を行っているか

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や目標の

 達成状況を評価する項目です。

評価

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

発展計画

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

「改善を要する点」に対する発展計画「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目
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第３章　教員・教員組織

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

a ●＜教員像と教員組織の編制方針＞
専門分野に関する能力，教育に対する姿
勢等，大学として求められる教員像を明
らかにしたうえで，当該大学，学部・研究
科の理念・目的を実現するために，学部・
研究科ごとに教員組織の編制方針を定
めているか。また，その方針を教職員で
共有しているか。
　　　　　　　【約４００字】

本研究科が求める教員像は，大学が毎年度定める「学長
方針」や「教員任用の基本計画」に示された大学が定め
る教員像に基づき，「教育・研究に関する年度計画書」
における「教員・教員組織」において方針を毎年度検討
し明示し，研究科委員会で承認することにより共有して
いる【3-14-1】。
教員組織の編制方針は次の３点である。①政治経済学部
との一層の連携を図りながら大学院担当教員数を増や
す，②優秀な人材を確保するために兼任教員の採用を増
やす，③本研究科人事による客員教員（特任教員を含
む）を採用するなどして継続的且つ積極的に取り組んで
いく。また，教員の資質向上のため，新たに設置した研
究科ＦＤ委員会を活用する。

　採用人事は学部が主
体であるので，「年度
計画書」における「教
員・教員組織」は，十
分に方針として意識さ
れているとは言えない
面もある。カリキュラ
ム改革において，各種
プログラムの充実のた
めに新たな兼任講師な
どが必要になる可能性
がある。

　カリキュラム改革にお
ける各種プログラムの充
実のため，新たな兼任講
師などを含めた教員組織
を検討する。

「年度計画書」にお
ける「教員・教員組
織」を方針として位
置付けるようにす
る。

①現状の説明
3-14-1　2015年度教育・研究に
関する年度計画書《既出1-14-
2》

b ◎＜基準の明文化，教員に求める能力
や資質の明示＞
採用・昇格の基準等において，法令に定
める教員の資格要件等を踏まえて，教員
に求める能力・資質等を明らかにしてい
ること。
　　　　　　　【約１５０字】

 上記の編制方針に加え，研究科においては「教員任用基
準」適用に関する申し合わせ」，「政治経済学研究科委
員会において審議する教員任用人事の取扱内規」，「政
治経済学研究科人事審査委員会内規」が定められている
【3-14-2,3-14-3,3-14-4】。

①現状の説明
3-14-2　大学院政治経済学研究
科「教員任用基準」適用に関す
る申し合わせ
3-14-3　政治経済学研究科委員
会において審議する教員任用人
事の取扱内規
3-14-4　政治経済学研究科人事
審査委員会内規

c ◎＜組織的な連携体制と責任の所在＞
組織的な教育を実施する上において必
要な役割分担，責任の所在を明確にして
いること。
　　　　　　　【約３００字】

組織的な教育を実施する上において必要な役割分担と責
任の所在については，教育研究に関して最終的に責任を
持つ研究科委員会と政治学専攻会議，経済学専攻会議が
定期的に開かれ，研究科長，両専攻主任，大学院委員か
ら成る執行部と，各種委員会が機能しており，各種委員
会には執行部が必ずオブザーバーとして加わり，教育研
究に係わる責任は明確化されている【3-14-5】。

①現状の説明
3-14-5　2014年度政治経済学研
究科各種委員会名簿

a ◎当該大学・学部・研究科の専任教員数
が，法令（大学設置基準等）によって定め
られた必要数を満たしていること。特定
の範囲の年齢に著しく偏らないように配
慮していること（設置基準第７条第３項）
　　　　　　　【約４００字】

　博士前期課程及び博士後期課程における大学院設置基
準上の必要教員数は，それぞれ政治学専攻６名・経済学
専攻９名である。博士前期課程の担当専任教員は24名，
32名（各研究指導教員数も同数），博士後期課程の担当
専任教員は19名，28名（各研究指導教員数も同数）と充
足している【3-14-9：表２】。必要教員数を満たす一
方，担当教員は各コース（カテゴリ，ディシプリン）に
バランスよく配置され，研究指導にあたっている。
教員組織のバランスについては，専任教員の平均年齢
は，58.6歳であるが，51歳から55歳までの割合のみ25％
と若干高くなっているが，全体としては各年代がバラン
スよく配置されている。【3-14-10：表11】

法令上の必要教員数に
ついては十分である
が，定年などで退職し
た教員の補充が，大学
担当の資格の関係で時
間がかかるので，教職
などの関係において，
各分野の開講科目のバ
ランスを検証する必要
がある。

必要に応じて，兼任講師
などで補充する。

3-14-9　明治大学データ集表２
3-14-10　明治大学データ集表11

（１）政治経済学研究科として求める教員像および教員組織の編制方針を明確に定めているか

（２）政治経済学研究科の教育課程に相応しい教員組織を整備しているか

教員の編成方針に沿った教員組織の整備

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や目標の

達成状況を評価する項目です。
Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

評価 発展計画
「改善を要する点」に対する発展計画「効果が上がっている点」

に対する発展計画
G列における伸張項目
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や目標の

達成状況を評価する項目です。
Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

評価 発展計画
「改善を要する点」に対する発展計画「効果が上がっている点」

に対する発展計画
G列における伸張項目

b ◎方針と教員組織の編制実態は整合性
がとれているか。
　　　　【６００～８００字】

　教員組織の編制実態について，指導教員は全員専任教
員（特任教員含む）である。兼任講師は４名おり，専兼
比率は93.3％である。特任教授２名が，特徴ある科目で
ある危機管理科目を中心に担当している。なお，英語に
よる授業科目も設置されており，方針と教員組織の編制
実態は整合性がとれている。

　

c ●教員組織の適切性を検証するにあた
り，責任主体・組織，権限，手続を明確に
しているか。また，その検証プロセスを適
切に機能させ，改善につなげているか。
　　　　【６００～８００字】

　教員組織の検証プロセスについては，研究科の執行部
会議では，毎年度「教育研究年度計画書」において教
員・教育組織に関する長中期計画を策定している。「年
度計画書」の策定にあたっては，自己点検・評価結果な
どを参考としながら教員・教員組織を検証し，その編制
方針の見直しを行い，研究科委員会で承認を得ている。

a ●＜規定に沿った教員人事の実施＞
教員の募集・採用・昇格について，基準，
手続を明文化し，その適切性・透明性を
担保するよう，取り組んでいるか。
　　　　　　　　　【４００字】

研究科においては「教員任用基準」適用に関する申し合
わせ」，「政治経済学研究科委員会において審議する教
員任用人事の取扱内規」，「政治経済学研究科人事審査
委員会内規」が定められている。【3-14-2,3-14-3,3-14-
4】
本研究科担当教員の資格は，大学院政治経済学研究科
「教員任用基準」適用に関する申し合わせに基づき，原
則として准教授以上とし，そのための審査手続きは研究
科委員会を経て，大学院委員会において承認され，適切
性・透明性が担保されている。

　専任教員の採用と昇
格が学部教授会で決定
されるため，大学院で
の教育内容が独自のプ
ログラムを作りにくい
など，学部の人事に左
右される面は否定でき
ない。学部執行部と研
究科執行部，学部教授
会と研究科委員会との
密接な連絡調整が求め
られる。

　現行の組織のあり方に
問題はないが，学生の多
様な領域にまたがる研究
ニーズに十分に対応する
ためにも学部と連携しな
がら大学院担当教員数を
増やすとともに，外部か
らの優秀な人材を導入す
るため兼任教員を採用す
る。

①現状の説明
3-14-2　大学院政治経済学研究
科「教員任用基準」適用に関す
る申し合わせ
3-14-3　　政治経済学研究科委
員会において審議する教員任用
人事の取扱内規
3-14-4　政治経済学研究科人事
審査委員会内規

a ●教員の教育研究活動の業績を適切に
評価し，教育・研究活動の活性化に努め
ているか。
　　　　　　　　【４００字】

 教育・研究活動の活性化に資する業績評価については，
教員の研究・教育活動は大学全体でデータベース化され
ており，インターネットを通じて閲覧することができ
る。専任教員の採用と昇格，兼任教員の採用の際に，当
該教員の履歴と業績の開示を行い，公開している。各教
員はその業績を閲覧の上，審査の可否の判断を行ってい
る。

ｂ ●教育研究，その他の諸活動（※）に関
する教員の資質向上を図るための研修
等を恒常的かつ適切に行っているか。

（※）社会貢献，管理業務などを含む『教
員』の資質向上のための活動。『授業』の
改善を意図した取組みについては，「基
準４」（３）教育方法で評価します。
　　　　　　　　【６００～８００字】

教員の資質向上を図るための研修等については，大学院
全体のＦＤの研修について，本研究科から2013年4月13日
は3名，2014年4月26日は2名が「大学院教育懇談会」に参
加している【3-14-6,3-14-7】。また，2013年度から研究
科にＦＤ委員会を設置し，2013年11月5日に政治経済学研
究科独自のＦＤ講演会を著作権問題について行った【3-
14-8】。2014年度も継続して，教員の資質向上のために
ＦＤ講演会を開催予定である。
また，2013年11月16日(土)及び17日(日)には，新たな政
治経済学研究科の取り組みとして，本研究科在籍の大学
院生（博士前期課程及び博士後期課程）を対象に，「資
料収集とフィールドワーク（リサーチ）の活用」と題す
る研修合宿を本学のセミナーハウスにおいて実施し,この
研修では，外部講師を含む教員と研究分野・研究方法が
異なる大学院生が集い，自身の資料収集方法を語り合い
交流し，報告書を作成した

研究科独自のＦＤ講演会を
著作権問題について行った
が，授業での配布物や論文
での地図などの引用につい
ての指導などに関連して、
教員が突き当たる具体的な
事例について積極的な質疑
応答が行われた。

大学院全体のＦＤ研
修，研究科独自のＦＤ
委員会以外は資質向上
については組織的に取
り組まれていない，

大学院全体のＦＤ研修を有
効に活用するとともに，研
究科独自のＦＤ委員会によ
り講演会を継続する。

大学院全体のＦＤ研修の
成果を確実に共有するこ
とを工夫すると同時に，
研究科のＦＤ委員会の研
修を充実させ，その他の
方策も検討する。また、
フィールドワークの院生
との研修も、引き続き行
う。

研究科のＦＤ委員会
の研修を毎年行う。

①現状の説明
3-14-6　2013年度大学院教育懇
談会出席者名簿
3-14-7　2014年度大学院教育懇
談会出席者名簿
3-14-8　著作権とは？～研究
者・教員として知っておくべき
こと～

教員の教育研究活動等の評価の実施

教員の資質向上のための研修・諸活動（ＦＤ）の実施状況とその有効性

（３）教員の募集・採用・昇格は適切に行われているか

（４）教員の資質の向上を図るための方策を講じているか

教員組織を検証する仕組みの整備
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第４章　教育内容・方法・成果  (１)教育目標，学位授与方針，教育課程の編成・実施方針

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

a ◎理念・目的を踏まえ，学部・研究科
ごとに，課程修了にあたって修得して
おくべき学習成果，その達成のための
諸要件（卒業要件・修了要件）等を明
確にした学位授与方針を設定している
こと。
　　　　　　　　　　　　【約８００字】

（博士前期課程）
教育目標は，大学院学則別表４に「人材養成その他教育研究上の目的」として,「理
論，歴史，政策の三位一体体系から構成される総合社会科学の追究」を掲げ【4(1)-
14-1】，この教育目標を実現すべく，学位授与方針として，「問題解決の応用能力を
形成する自立した研究者」であること，及び「高度職業人として国内外で活躍できる
資質・能力」を備えた者であることを設定している。また，本研究科が定める修了要
件を満たし，かつ，学業成績並びに学位請求論文から前記の能力を備えたと認められ
る者に対して修士（政治学・経済学）の学位を授与する旨を定めている【4(1)-14-
2】。「学位取得のためのガイドライン」【4(1)-14-3】にある「学位論文に求められ
る要件」に基づき適切に論文指導をして学位を授与しており，教育目標と学位授与方
針は整合している。
（博士後期課程）
教育目標は，大学院学則別表４に「人材養成その他教育研究上の目的」として,「理
論，歴史，政策の三位一体体系から構成される総合社会科学の追究」を掲げ【4(1)-
14-1】，この教育目標を実現すべく，学位授与方針として，「自立した創造的で革新
的な活動ができ，かつ問題解決の応用能力を発揮できる資質・能力」や「研究分野に
おける高度な専門性を活かして国内外で活躍できる資質・能力」を備えた者であるこ
とを設定している。また，本研究科が定める修了要件を満たし，かつ，学業成績並び
に学位請求論文から前記の能力を備えたと認められた者に博士（政治学・経済学）の
学位を授与する【4(1)-14-2】。「学位取得のためのガイドライン」【4(1)-14-4】に
ある「学位論文に求められる要件」に基づき適切に論文指導をして学位を授与してお
り，教育目標と学位授与方針は整合している。

（博士前期課程）
修士学位取得者の
うち，外国人留学
生が占める比率が
高くなっている。
これは国際化の要
求に応えるもので
あり，望ましいこ
とであるが，今後
は日本人学生の修
士修了生定員の半
数を目途に増や
す。また，標準年
限での学位の取得
を可能にするよう
な方策が望まれ
る。

コース制改正で人材養成
目的を明確にしたり，学
内選考試験の機会を２回
に増やしたので，それに
より日本人学生の割合が
増えるかについて効果を
検証する。
標準年限での修了を促す
ため，「履修モデル」を
作成し，それにもとづい
た学習相談の機会（指導
教授に加えて専攻主任が
個別に学生の履修相談に
応じる）を年度初めに設
ける。

カリキュラムや試
験制度の改正の検
証を踏まえ，さら
なる改善を図る。
（博士後期課程）
国際化の要請およ
び本学における教
員の後継者の養成
という重要な２つ
の課題に応えるた
め，博士号取得予
定者に外国留学の
機会を与えるため
の方策を検討す
る。

①現状の説明
4(1)-14-1 大学院政治経済学研究科
「入学者受入」「教育課程編成・実
施」「学位授与」方針
4(1)-14-2　明治大学大学院学則別
表４《既出1-14-1》
4(1)-14-3　修士学位取得のための
ガイドライン
4(1)-14-4　博士学位取得のための
ガイドライン

a ◎学生に期待する学習成果の達成を
可能とするために，教育内容，教育方
法などに関する基本的な考え方をまと
めた教育課程の編成・実施方針を，学
部・研究科ごとに設定していること。
　　　　　　　　　　　　【約６００字】

　学位授与方針に示した学習成果を達成するため，教育内容や教育方法の基本的考え
方を明らかにした教育課程の編成・実施の方針を研究科委員会で定めている【4(1)-
14-1】。
学位授与方針と教育課程の編成・実施方針の連関については，学位授与方針で定めた
目的を実現するために，教育課程の編成・実施方針において，総合社会科学の追及と
いう教育研究上の目的に応じて，横断的には政治学，社会学，経済学その他の隣接諸
科学を包含したものとなっており，また縦断的には理論，歴史，政策の三位一体体系
に基づいてカリキュラムが構成されている。したがって，学位授与方針と教育課程の
編成・実施方針の連関は適切である。
（博士前期課程）
「総合社会科学の追究」という目的を達成するために，第一に高次の専門的知識を修
得させ，第二に各専攻分野における問題解決のための卓越した研究能力と高度専門職
業を担う能力を育成できるように，カリキュラムを編成する。学生に対し，研究テー
マ，研究アプローチ，理論構築について適切に指導し，修士学位論文の作成の支援を
行う。
（博士後期課程）
　オリジナリティにあふれる若手研究者の養成を目指すという目的のもと，応用的研
究能力と高度な職業的知識に基づく問題解決能力を向上させるカリキュラムが編成す
る。研究成果の説明能力を高める指導体制と国際的な学術研究の交流を図る指導体制
を構築する。

①現状の説明
4(1)-14-1　大学院政治経済学研究
科「入学者受入」「教育課程編成・
実施」「学位授与」方針

b ●学位授与方針と教育課程の編成・
実施方針は連関しているか。
【約２００字】

　学位授与方針と教育課程の編成・実施方針の連関については，学位授与方針で定め
た目的を実現するために，教育課程の編成・実施方針において，総合社会科学の追及
という教育研究上の目的に応じて，横断的には政治学，社会学，経済学その他の隣接
諸科学を包含したものとなっており，また縦断的には理論，歴史，政策の三位一体体
系に基づいてカリキュラムが構成されている。したがって，学位授与方針と教育課程
の編成・実施方針の連関は適切である。

（１）教育目標に基づき学位授与方針を明示しているか ※全文記載は不要です。根拠資料でご提示ください。

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や目標の

 達成状況を評価する項目です。
Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

「改善を要する点」に対する発展計画

発展計画
「効果が上がっている点」

に対する発展計画
G列における伸張項目

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

評価
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や目標の

 達成状況を評価する項目です。
Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

「改善を要する点」に対する発展計画

発展計画
「効果が上がっている点」

に対する発展計画
G列における伸張項目

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

評価

a ◎公的な刊行物，ホームページ等に
よって，教職員・学生ならびに受験生
を含む社会一般に対して，学位授与方
針，教育課程の編成・実施方針を周
知・公表していること。
　　　　　　　　　　　　【約１５０字】

シラバス【4(1)-14-5：５，６頁】やホームページ【4(1)-14-6及び7】において，教育
目標，学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針等が明示されている。また,大学院
全体の進学説明会に加え，学内進学者向けに，本研究科独自の進学説明会を2013年7月
2日と11月12日に実施し，研究科の概要，政治学・経済学各専攻の特色，学生に対する
各種の助成制度および入試の概要について説明を行った【4(1)-14-8】。その他，教員
に対しては研究科委員会等の会議体での周知を行っている【4(1)-14-9】。
「学修環境に関する学生アンケート」は，まだ活用していない。

教育目標，学位授
与方針及び教育課
程の編成・実施方
針が学生等に十分
に周知されている
かについては検証
していない。

「学修環境に関する学生
アンケート」の活用や院
生協議会との懇談などで
の周知の検証を図る。

①現状の説明
4(1)-14-5　2014年度政治経済学研
究科シラバス（抜粋）《既出1-14-
4》
4(1)-14-6　政治経済学研究科ホー
ムページ「学位授与方
針」:http://www.meiji.ac.jp/dai_
in/political_science-
economics/policy/graduate_dp.htm
l
4(1)-14-7　政治経済学研究科ホー
ムページ「教育課程編成・実施方
針」:http://www.meiji.ac.jp/dai_
in/political_science-
economics/policy/graduate_cp.htm
l
4(1)-14-8　政治経済学研究科進学
説明会

（４）教育目標，学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針の適切性について定期的に検証を行っているか

a ●教育目標，学位授与方針および教
育課程の編成・実施方針の適切性を
検証するにあたり，責任主体・組織，
権限，手続を明確にしているか。また，
その検証プロセスを適切に機能させ，
改善につなげているか。
　　　　　　　　　　　　【約４００字】

 教育目標，学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針の検証プロセスについては
【4(1)-14-9】，自己点検・評価のプロセスにおいても，毎年度，検証作業を実施し
【4(1)-14-10】，この結果を参考にして「研究科委員会」で審議している。2013年度
には３つの方針についてより適切な表現にするための見直しを行い，2013年11月5日の
「研究科委員会」において必要な文言を修正を承認した。

カリキュラム改革
の進行に合わせ，
教育目標，学位授
与方針および教育
課程の編成・実施
方針の適切性を検
証する必要があ
る。

カリキュラム改革の進行
に合わせ，教育目標，学
位授与方針および教育課
程の編成・実施方針の適
切性を検証する。

類似の大学院研究
科執行部との交流
を図り，カリキュ
ラム改革の方向
性，学生の質の担
保，学位取得後の
学生の進路などに
ついて学外からの
知見を得る機会を
増やす。

①現状の説明
4(1)-14-9　政治経済学研究科委員
会議事録，2013年11月5日開催，審
議事項11「３つのポリシーについ
て」
4(1)-14-10　政治経済学研究科委員
会議事録，2013年6月4日開催，審議
事項11「2012年度自己点検・評価報
告書について」

（３）教育目標，学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針が，大学構成員（教職員及び学生等）に周知され，社会に公表されているか
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第４章　教育内容・方法・成果  (２) 教育課程・教育内容

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

a ◎ＣＰに基づき，必要な授業科目を開設して
いること。
　【６００字～８００字程度】

【博士前期課程】
 「独自の横断的及び縦断的な研究教育体系」に基づいた「総合社会科学
の追究」という目的を達成するという教育課程の編成・実施方針に基づ
き，政治学専攻は「理論系」「歴史・思想史系」「行政学系」「社会学
系」に分類し，経済学専攻は「理論系」「歴史・思想史系」「経済政策
系」「国際経済系」「地域・環境系」に分類して，体系的に学習できる
ように多数の科目を設置している【4(2)-14-1：46～54貢】【4(2)-14-
2】【4(2)-14-3：33頁】。本研究科は研究者養成コースと専修コースを
設置しており，より明確に目的に沿った形で教育・研究活動を行ってい
る。また，「研究を国際的に先導する能力を開発，育成する」ために，
各専攻に英語による授業を配置している。修了に必要な単位は，研究者
養成コースは32単位，専修コースは40単位である。総開設授業科目は366
科目（2014年度）であり，演習科目，講義科目に分類されている【4(2)-
14-12：表17】。

【博士後期課程】
「基盤的研究能力と応用的研究能力とを向上させ」，「各専門分野にお
ける高度な職業的知識に基づく問題解決能力を向上させる」カリキュラ
ム編成のもと「研究指導のなかに研究成果の説明能力を高め」，「国際
的な学術研究の交流を位置づける」指導体制を構築するとの教育課程の
編成・実施方針に基づき，『研究論集』や大学院学生の貴重な研究発表
の場である「政経学会」や助手制度などの活用をする。
　
両コースの特徴を明確化するために，カリキュラム改革を行っており，
2014年からのコース名等の変更などが承認された。

それぞれのコースにおい
て，入試方法も違うた
め，学生のレベルに差が
あり，カリキュラム改革
に合わせ，プログラムを
充実させるなど授業の体
系が分かりやすくする必
要がある。現状では研究
者養成を主眼とする研究
者養成コースと専修コー
スを同一授業で行ってい
るケースがほとんどであ
るが，それぞれの学生の
ニーズに合わせたやり方
で講義を受講できるか検
討する必要がある。

各科目ごとに履修条件を設定
するなどして，一つの授業の
履修者が同一レベルの学生に
なるよう工夫する。

今後の受験動向を見
ながら，カリキュラ
ム改革を継続する。

①現状の説明
4(2)-14-1　2014年度大学院
便覧（抜粋）
4(2)-14-2　政治経済学研究
科ホームページ「政治経済学
研究科カリキュラム体系
図」:http://www.meiji.ac.j
p/dai_in/political_science
-
economics/curriculum/curri
culum-political-science-
and-economics.html
4(2)-14-3　2015年度明治大
学大学院ガイドブック（抜
粋）
4(2)-14-12　明治大学データ
集

b ◎コースワークとリサーチワークを適切に組
み合わせ，教育を行っていること。【修士・博
士】
【２００～４００字程度】

 【博士前期課程】
１・２年次には演習科目としてリサーチワーク中心のプロセスが設定さ
れ，コースワークの中で幅広く知識・教養を深め，また，指導教員以外
の教員との接触から研究の姿勢を学び，ヒントを得る機会がある。２年
次においては，主として指導教員の指導の下に論文作成を行っている。
またコースにより講義科目の履修要件が異なり，それぞれの教育理念に
合わせ，コースワークとリサーチワークのバランスを考えている【4(2)-
14-4：31～40頁】。それぞれの教育理念に合わせ，コースワークとリ
サーチワークのバランスを考えている。
【博士後期課程】
「特殊研究Ⅰ・Ⅱ」というコースワークを基本としながら，学位論文の
作成に向け，リサーチワークを計画的に行っている。

博士後期課程のリサーチ
ワークとコースワークの
位置づけについて明確に
なっているとはいえな
い。

博士後期課程のリサーチワー
クとコースワークの位置づけ
について，大学院全体の動向
や他研究科などの事例を参考
にして検討する。

博士後期課程のリ
サーチワークとコー
スワークの位置づけ
ついて，大学院全体
の動向や他研究科な
どの事例を参考に改
善を図る。

①現状の説明
4(2)-14-4　2014年度政治経
済学研究科シラバス（抜粋）

c ●教育課程の編成実施方針に基づいた教
育課程や教育内容の適切性を明確に示して
いるか。（学生の順次的・体系的な履修への
配慮）
　　　　　【約４００字】

　順次的・体系的な履修への配慮については，教育課程の編成実施方針
に基づき，政治学及び経済学専攻の履修体系図や科目区分をホームペー
ジに公開している【4(2)-14-2】。学年に応じた取得単位や講義・演習の
設定がなされており，ガイダンスや指導教員の指導により学年に応じた
コースワークとリサーチワークのバランスが考慮されている。

多くの科目が置かれてい
るが，人材養成の目的に
もあるように，様々な学
生が在籍するので体系的
な履修については指導が
不十分な点がある。

コースワークをより明確化す
るために，カリキュラム検討
委員会において，カリキュラ
ム改革と並行して履修のプロ
グラム化などを検討する。

プログラムの充実な
どによる履修体系の
明確化を継続する。

①現状の説明
4(2)-14-2　政治経済学研究
科ホームページ「政治経済学
研究科カリキュラム体系
図」:http://www.meiji.ac.j
p/dai_in/political_science
-
economics/curriculum/curri
culum-political-science-
and-economics.html

評価
点検・評価項目

◎…法令等の充足を評価する項目です。
●…学部等が掲げる方針や目標の

 達成状況を評価する項目です。

発展計画
「改善を要する点」に対する発展計画

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

（１）教育課程の編成方針に基づき，授業科目を適切に開設し，教育課程を体系的に編成しているか

必要な授業科目の開設状況

順次性のある授業科目の体系的配置（履修体系図やコース系統図の明示，科目相関図，履修モデル，適切な科目区分など）

6 / 16 ページ



2012年度政治経済学研究科　自己点検・評価報告書

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

評価
点検・評価項目

◎…法令等の充足を評価する項目です。
●…学部等が掲げる方針や目標の

 達成状況を評価する項目です。

発展計画
「改善を要する点」に対する発展計画

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

d ●教育課程の適切性を検証するにあたり，
責任主体・組織，権限，手続を明確にしてい
るか。また，その検証プロセスを適切に機能
させ，改善につなげているか

　教育課程の適切性の検証プロセスについて，2013年度はコース制の大
幅な見直しのために「カリキュラム検討委員会」を８回開き，その中間
答申を「研究科委員会」で２度にわたり審議し，2013年12月3日に承認
し，その答申に基づき，必要な改定を行った。その他の改善については
各委員会で諮り，執行部で検討したうえで研究科委員会でにおいて決定
している【4(2)-14-5】。

従来のコース制は，研究
者を目指す以外の学生に
対して，人材養成の目的
に応じたキャリアがわか
りにくく，受験生へのア
ピールが不十分であった
ため，カリキュラム検討
委員会などで両コースの
内容の明確化などをする
必要がある。

コース制の名称変更を含む答
申を承認したので，それに基
づいてカリキュラム改革委員
会などで，具体的な議論を深
める。

今後の受験動向を見
ながら，カリキュラ
ム改革を継続する。

①現状の説明
4(2)-14-5　政治経済学研究
科委員会議事録，2013年12月
3日開催，審議事項10「カリ
キュラム検討委員会中間報告
と提言について」

a ●何を教えているのか。どのように教育目
標の実現を図っているのか。
　　　　　　　　【１２００字程度】

（博士前期課程）
博士前期課程では，「総合社会科学の追究」という目的を達成するため
に， 政治学専攻では政治学などの「理論系」，政治学説史などの「歴
史・思想史系」，行政学などの「行政学系」，マス・コミュニケーショ
ン学などの「社会学系」に分類し，共通科目として日本事情などを設置
している。，また，経済学専攻は理論経済学などの「理論系」，西洋経
済史などの「歴史・思想史系」，経済政策などの「経済政策系」，国際
経済政策などの「国際経済系」，「地域・環境系」に分類して，体系的
に学習できるように科目を設置している。それにより，教育課程の編
成・実施方針に定める「高次の専門的知識を修得させ，各専攻分野にお
ける問題解決のための卓越した研究能力と高度専門職業を担う能力を育
成することの可能な教育」を実施している。また，大学院学生の多様な
関心と激動する時代の要請に応えるために，外部の講師を招いて年に５
回，政治学・社会学・経済学，偏りなく特別講義を実施している【4(2)-
14-6】。
（博士後期課程）
博士前期課程とほぼ同じ分野で特殊研究科目を開設し専門性を深め，博
士論文執筆に資するために研究指導にあたっている。

　博士課程前期，後期
ともに一つの研究科と
しては極めて多くの研
究領域の授業が開講さ
れていて，多様な学生
のニーズにこたえてい
る。研究科の理念に掲
げる「複雑化した現代
社会が抱えている諸問
題の解決」を目標とし
た実践的な研究指導が
すすめられている。ま
た，特別講義の実施に
より，外部の方から学
ぶ機会も与えられてい
る。

とても多様な授業が展開さ
れているが，学生がその研
究目的や将来のキャリアに
合わせ履修しやすくなるよ
うに，カリキュラム改革に
合わせ，プログラムなどの
導入を図る。

①現状の説明
4(2)-14-6　2013年度特別講
義一覧

教育課程の適切性の検証プロセスの明確化とその有効性

（２）教育課程の編成・実施方針に基づき，各課程に相応しい教育内容を提供しているか

教育目標や教育課程の編成・実施方針に沿った教育内容（何を教えているのか）
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

評価
点検・評価項目

◎…法令等の充足を評価する項目です。
●…学部等が掲げる方針や目標の

 達成状況を評価する項目です。

発展計画
「改善を要する点」に対する発展計画

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

b ●特色，長所となるものを簡潔に記述してく
ださい。
　　　【２００字～４００字程度】

　（課程共通）
本研究科では2009年度文部科学省の「組織的な大学院教育改革推進プロ
グラム」に社会科学の観点から大学院で危機管理を専門的に学ぶための
「危機管理行政の研究・実務を担う人材育成プログラム」が採択され，
2009年度より３年間にわたって財政的支援を受けた【4(2)-14-7】
【4(2)-14-8】。なお，本プログラムは，財政支援終了後も２名の特任教
授２名などにより，本プログラムは，危機管理研究を牽引する研究者お
よび及び自治体や企業など社会のあらゆる場で危機管理の計画・立案・
評価に関する高度な専門性を持つ実務家などの人材を育成することを目
的・目標とした科目を配置し，また調査や成果の公表を行っている
【4(2)-14-9】。

国内外被災地などを中
心としたフィールドリ
サーチや危機管理実務
セミナーの実施，また
学内外における危機管
理分野に関するワーク
ショップ，学会，シン
ポジウムなどあらゆる
習得の場を積極的に提
供することで研究のみ
ならず実践的な知見を
広めることができた。

このプログラムについて
は，近年情報の共有が疎
かになっている面があ
る。

　今後の展開について，他
研究科との連携を含めて検
討するとともに，危機管理
行政の研究について，国家
機関や自治体，企業などと
の連携の可能性について検
討する。

このプログラムについての情
報の共有を図る。

このプログラムにつ
いて今後のあり方を
検討する。

①現状の説明
4(2)-14-7　2014年度政策経
費要求書
4(2)-14-8　危機管理行政の
研究・実務を担う人材の育成
パンフレット
4(2)-14-9　2013年度政策経
費成果報告書

c ●特色，長所となるものを簡潔に記述してく
ださい。
　　　　　【２００字～４００字程度】

　海外大学との研究科間協定については，「デューク大学」からの学生
の派遣と受け入れ（2013年実績１名受入れ，2014年度2名派遣予定）が実
施されている【4(2)-14-10】【4(2)-14-11】。

　研究科間協定の実績は
まだ少なく，体制が十分
に組織されていない。
「デューク大学」などの
派遣の学生が少ない。

　受け容れ条件や費用負担の
平等など，研究科間協定の現
状の問題点を検討する。
「デューク大学」などの派遣
の学生を増やす。

　研究科間協定の体
制の組織化を図る。

①現状の説明
4(2)-14-10　政治経済学研究
科委員会議事録，2013年5月7
日開催，審議事項７「2013年
度研究科間協定による交換留
学生の受入れについて」
4(2)-14-11　政治経済学研究
科委員会議事録，2014年5月
13日開催，審議事項８「2014
年度研究科間協定による交換
留学生の派遣について」

特色ある教育プログラムの内容とその効果（当該研究科等固有のプログラムやＧＰ採択事業など）

研究科間等における国際的な教育交流の内容とその効果　（研究科間協定，短期海外交流など）
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第４章　教育内容・方法・成果  (３) 教育方法

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

a ◎当該学部・研究科の教育目標を
達成するために必要となる授業の
形態を明らかにしていること
　　　　　【約８００字】

【博士前期課程】
独自の横断的及び縦断的な研究教育体系に基づいた「総合的社会科学の追
及」という目的を達成するために，講義科目の他，研究導入科目として演習
を段階的に履修するようになっている。研究者養成コースは外国語文献研究
を必修化している。また，実践的な社会調査（フィールドワーク）を行う科
目も多い。さらに英語による講義科目「特殊講義」もあり，2014年度16科目
を開設している。【4(3)-14-1：123～128頁，235～236頁】
履修指導は毎年４月ガイダンス時に新入生だけでなく在学生に対しても履修
登録や要件等について詳細に行っている。【4(3)-14-2～3】
【博士後期課程】
卓越した自立性・創造性・革新性を有するオリジナリティにあふれる若手研
究者の養成を目指すとともに，高次の専門的知識を備え，グローバルな活動
が期待される高度職業人の養成を目指すため，特殊研究科目を講義として履
修することになっている。複数の教員による論文指導や，複数の教員や研究
分野の異なる学生が同時に参加しディスカッションを行うワークショップ型
の授業などが試験的に行われている。

　外国語文献購読には専
修コースの院生も出席し
ているためレベルの違い
がみられる場合もある。
ワークショップ型授業の
恒常的開講ができていな
い。

　語学レベルの違う院生
のために複数の外国語文
献研究を設置している
が，さらなる方策を検討
をしていく。
　ワークショップ型授業
を恒常的に開講できるよ
う再検討する。

①現状の説明
4(3)-14-1　2014年度政治経済
学研究科シラバス（抜粋）
4(3)-14-2　2014年度政治経済
学研究科在学生ガイダンス
4(3)-14-3　2014年度政治経済
学研究科新入生ガイダンス

b ●教育課程の編成・実施方針に基
づき，各授業科目において適切な
教育方法を取っているか。
　　　　　　　　【約４００字】

【博士前期課程】教育課程の編成・実施方針に基づき，演習，講義科目が配
置されている。
【博士後期課程】
教育課程の編成・実施方針に基づき，演習，講義科目が配置されている。な
お，博士後期課程においては複数指導体制も導入している。

コースワークの科目において
も，フィールドワークなど多
様な教育方法が行われてい
る。2013年度には専門横断的
に前期課程・後期課程の学生
に対してフィールドワークと
資料収集の方法に関する研修
会を実施した。（2013年11月
16・17日，山中湖）【4(3)-
14-4】

フィールドワークの方法の
研修会を持続発展させる。

②評価・発展計画
4(3)-14-4　「資料収集と
フィールドワーク（リサー
チ）の活用」における合同研
究会実施報告書

●履修指導（ガイダンス等）や学習
指導（オフィスアワーなど）の工夫に
ついて，また学習状況の実態調査
の実施や学習ポートフォリオの活用
等による学習実態の把握について
工夫しているか。
　　【約２００字～４００字】

【博士前期課程】
履修指導は毎年４月ガイダンス【4(3)-14-2及び3】時に新入生だけでなく在
学生に対しても履修登録や要件等について詳細に行っている。また，「修士
学位取得のためのガイドライン」【4(3)-14-5】に沿って研究指導教員は履修
計画を精査し，指導学生にあった履修指導を行っている。学生の学習状況及
び研究の進捗状況は「研究計画書」で研究科委員会において組織的に確認
し，各指導教員が行う研究指導の精度を向上させている。
【博士後期課程】
履修指導は毎年４月に，新入生だけでなく在学生に対しても履修登録や要件
等について詳細に行っている。学生の学習状況及び研究の進捗状況は，「博
士学位取得のためのガイドライン」【4(3)-14-6】に沿って，「研究論集」
「政経学会」「論文中間報告会」で研究科委員会において組織的に確認し，
各指導教員が行う研究指導の精度を向上させている。「政経学会」は，学生
が主体となり教員との協力の下で研究発表を行う場であり，政経研の研究指
導の一環として位置付けられているほか，教員の記念講演などもあり大学院
学生が学会運営を学ぶ場ともなっている。

「博士学位取得のための
ガイドライン」の細部の
文言を明確化する。
　大学院に見合った学習
実態の組織的な把握につ
いての必要性を検討す
る。

①現状の説明
4(3)-14-2　2014年度政治経済
学研究科在学生ガイダンス
4(3)-14-3　2014年度政治経済
学研究科新入生オリエンテー
ション
4(3)-14-5　政治経済学研究科
「修士学位取得のためのガイ
ドライン」《既出4(1)-14-3》
4(3)-14-6　政治経済学研究科
「博士学位取得のためのガイ
ドライン」《既出4(1)-14-4》

（１）教育方法及び学習方法は適切か

教育目標や教育課程の編成・実施方針と授業形態（講義科目，演習科目，実験実習科目，校外学習科目等）との整合性

学習指導・履修指導（個別面談，学習状況の実態調査，学習ポートフォリオの活用等）の工夫

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに
C列の点検・評価項目について，

必ず記述してください

評価 発展計画　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

  ●…学部等が掲げる方針や目標の
 達成状況を評価する項目です。

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画
効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに
C列の点検・評価項目について，

必ず記述してください

評価 発展計画　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

  ●…学部等が掲げる方針や目標の
 達成状況を評価する項目です。

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画
効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

c 【博士前期課程】
研究指導計画書に基づく研究指導は，修士課程においては，通常の授業での
指導に加え，１年修了時に必ず指導教員の承認のもと修士論文概要書・研究
計画書概要書を事務室に提出することになっている。また「修士学位取得の
ためのガイドライン」【4(3)-14-5】に沿って指導がなされている。

留学生を対象とする日本語論文添削指導を実施している。

【博士後期課程】
博士後期課程においては「博士学位取得のためのガイドライン」【4(3)-14-
6】に沿って指導がなされており，複数指導体制が可能となっている。また
「研究論集」と「政経学会」を活用して，学位論文作成に向け，計画的な研
究指導を行っている。

留学生の日本語論文作成
能力をさらに向上させる
ため，添削指導を充実さ
せる必要がある。

「政経学会」を研究指導の
プロセスとして積極的に位
置づけるために，参加者の
増加と内容の充実につなが
る施策を検討する。

①現状の説明
4(3)-14-5　政治経済学研究科
「修士学位取得のためのガイ
ドライン」《既出4(1)-14-3》
4(3)-14-6　政治経済学研究科
「博士学位取得のためのガイ
ドライン」《既出4(1)-14-4》

②評価・発展計画
4(3)-14-7　明治大学政経学会
第22回大会パンフレット

a ◎授業の目的，到達目標，授業内
容・方法，1年間の授業計画，成績
評価方法・基準等を明らかにしたシ
ラバスを，統一した書式を用いて作
成し，かつ，学生があらかじめこれ
を知ることができる状態にしている
こと
　　　　　【約３００字】

　シラバスは，全研究科統一の様式により，授業の目的，到達目標，授業内
容・方法，１年間の授業計画，成績評価方法・基準等を明示している。ま
た，シラバスはWebで閲覧されている。

　シラバスの記載内容に
科目・教員により精粗が
見られる。

　シラバスの記載内容に
科目・教員により精粗が
見られるため，成績基準
評価を明示していない教
員等への記述の徹底化を
図る。

b ●シラバスと授業方法・内容は整合
しているか（整合性，シラバスの到
達目標の達成度の調査，学習実態
の把握）。
　　　　　【約４００字】

　シラバス内容と授業との整合性について，教員は具体的なシラバスの記述
が求められ，シラバスと授業との整合性も高まっているが，シラバスの到達
目標の達成度の調査などは各教員に委ねられている。シラバスについては，
2013年度に大幅に修正し，博士前期課程ではほぼ形式を整えたが，博士後期
課程では記述に精粗が見られる。

シラバスの修正をさらに
進める。
大学院の後期課程などの
研究指導の形態に見合っ
たシラバスのあり方につ
いての考え方が明確とは
言えない。

　大学院の研究指導の形
態に見合ったシラバスの
あり方について検討す
る。

c ●単位制の趣旨に照らし，学生の
学修が行われるシラバスとなるよ
う，また，シラバスに基づいた授業
を展開するため，明確な責任体制
のもと，恒常的にかつ適切に検証を
行い，改善につなげているか。
　　　　　　【約４００字】

シラバスは「研究科長」を責任者として，各教員に統一書式での執筆を依頼
している。【4(3)-14-8】学生の要望等を話し合う「院生協議会との懇談会」
の結果は執行部で検討され，各研究科委員会にフィードバックされ，シラバ
ス検証の機会となっているが，議題には必ずシラバスについて取り上げてい
るわけではなかったので，2013年度では「院生協議会との懇談会」ではシラ
バスについても議題として取り上げた。

本年度のシラバスの依頼
は、研究科長が依頼文を
出すなど、組織的に取り
組み、前年度から大幅に
改善した。しかし、執行
部会でのシラバスの確認
はまだ十分とは言えな
い。毎年度末，修了予定
者に対し行っているアン
ケートや院生協議会との
懇談会の結果も十分活用
されているとは言えな
い。

今回の組織的取り組みを
継続し、問題点を検証
し、さらなる改善を図
る。
また「院生協議会との懇
談会」での基本テーマの
一つとすると同時に，そ
の他の検証の方法も検討
する。

①現状の説明
4(3)-14-8　2014年度「大学院
シラバス」の作成について

（２）シラバスに基づいて授業が展開されているか

（修士・博士課程）研究指導計画に基づく研究指導・学位論文作成指導
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに
C列の点検・評価項目について，

必ず記述してください

評価 発展計画　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

  ●…学部等が掲げる方針や目標の
 達成状況を評価する項目です。

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画
効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

a ◎授業科目の内容，形態等を考慮
し，単位制度の趣旨に沿って単位を
設定していること。
（成績基準の明示，授業外に必要
な学習内容の明示，ミニマム基準
の設定等，（研究科）修士・博士学
位請求論文の審査体制）
　　　　　　　【約４００字】

出席を前提として，課題（レジュメ）の提出状況（文献・資料の読み方）や
発表能力（プレゼンテーション）などを観察し，研究の心構えや取り組み方
などを総合的に判断している。出席点に加えて，学生の参画度，意欲も成績
評価に加味している。

各教員によって成績評価
の基準が異なる場合があ
る。

成績評価について現状を
調べる。

統一的な成績評
価基準づくりに
ついて検討す
る。

b ◎既修得単位の認定を大学設置基
準等に定められた基準に基づい
て，適切な学内基準を設けて実施し
ていること。
　　　　　　　【約１００字】

　他大学院等で取得した単位の認定にあたっては，大学院学則第30条の２の
規程を踏まえて，本人からの申し出により研究科執行部において内容の確認
及び選定を行い，当該授業科目担当者がこれを審査している。また，その審
査結果を研究科執行部に報告したうえで，研究科委員会においてこれを提案
し，承認を得ており，厳格な審査のもとで単位の認定を行っている。

　単位互換協定により，
所属研究科に設置されて
いない科目で，学生自身
の研究テーマに即した科
目を履修することができ
るが，単位互換制度を利
用する学生は少数であ
り，十分に活用されてい
ない。

　単位互換制度をより活
用するための方策をカリ
キュラム検討委員会など
で検討する。

留学した場合の
単位の認定の方
法を検討する。

a ◎教育内容・方法等の改善を図る
ことを目的とした，組織的な研修・研
究の機会を設けていること。
　　　　　　　【約８００字】

　カリキュラム体制の改善を図るカリキュラム検討委員会は，2013年度8回開
かれた。
毎年度末，修了予定者に対し，カリキュラム全体に関するアンケートを実施
しているとともに，授業時に大学院学生からの要望を確認している。また院
生協議会との懇談会において要望を聞き，検討している【4(3)-14-9】。

　研究科のＦＤに対する
取り組みが十分でないの
が今後の課題である。
毎年度末，修了予定者に
対し行っているアンケー
トや政治経済学研究科院
生協議会との懇談会の結
果が十分活用されている
とは言えない。

　毎年度末，修了予定者
に対し行っているアン
ケートや政治経済学研究
科院生協議会との懇談会
の結果を有効に活用する
方法を検討する。

①現状の説明
4(3)-14-9　院生協議会との面
談（記録メモ），2014年3月3
日開催

b ●教育内容・方法等の改善を図る
ための責任主体・組織，権限，手続
プロセスを適切に機能させ，改善に
つなげているか
　　　　　　　【約４００字】

　教育内容・方法等の改善の責任体制・プロセスについて，研究科の教育研
究活動全般にわたる自己点検・評価は「自己点検・評価委員会」が行ってお
り，その評価結果を受けて，カリキュラムについてはカリキュラム体制の改
善を図る「カリキュラム検討委員会」，入試制度については入試制度の見直
しを図る「入試制度改善委員会」が協議し，これら検討結果は，「研究科執
行部」で検討され原案が作成された後に，「研究科委員会」にて改善策が決
定される。カリキュラム検討委員会は2013年度に8回開催した。また，2013年
度から研究科にＦＤ委員会を設置した。

従来のコース制は、研究者を
目指す以外の学生に対して、
人材養成の目的に応じたキャ
リアがわかりにくかったた
め，専修コースから高度職業
人コースへの名称変更に伴
い，カリキュラム検討委員会
は当コースについて，キャリ
ア別の履修モデルの提示を進
めている。

高度職業人コースのキャリ
ア別履修モデルの効果を検
証し。改善に結びつける。

（３）成績評価と単位認定は適切に行われているか

（４）教育成果について定期的な検証を行い，その結果を教育課程や教育内容・方法の改善（授業に関わるＦＤ活動）に結びつけているか
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第４章　教育内容・方法・成果  (４) 成　果

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

a ●課程修了時における学生の学習成果を測定
するための評価指標を開発し，適切に成果を測
るよう努めているか。
　　　　　　【なし～４００字程度】

【博士前期課程】
「学位授与方針」には具体的到達目標として「自立した研究者を目指して博士後期課程に進
学できる資質・能力」および「高度職業人として国内外で活躍できる資質・能力」と示され
ており，カリキュラム全体を通じて到達目標を育成すると同時に，論文指導や政経学会，
『研究論集』を通じて，これら学力の達成度を確認している。提出後の試問では指導教員以
外の2名の副査による評定を行い，学力の客観性を担保している【4(4)-14-1 】。
【博士後期課程】
「学位授与方針」には具体的到達目標として「研究者・教育者として大学その他の研究・教
育機関において自立した創造的で革新的な活動ができ，かつ問題解決の応用能力を発揮でき
る資質・能力」として示されており，規程による学位論文の審査のプロセスに加え，助手任
用時での審査，学会誌への投稿や学会発表を促す制度の他，政経学会，『研究論集』を通じ
て，学力の水準を担保している【4(4)-14-1 】。

　 　 ①現状の説明
4(4)-14-1 大学院政治経済学研究科「入学者受
入」「教育課程編成・実施」「学位授与」方針
《既出4(1)-14-1》

b ◎教育目標と学位請求論文内容の整合性
◎学位授与率，修業年限内卒業率の状況。
◎卒業生の進路実績と教育目標（人材像）の整
合性。
◎学習成果の「見える化」（アンケート，ポート
フォリオ等）の試み。
　　　　　　　　　　　　　【約８００字】

【博士前期課程】
　「学位授与方針」に具体的到達目標を示し，論文指導や政経学会，『研究論集』を通じ
て，これら学力の達成度を確認している【4(4)-14-2】。優秀論文については前期課程の学
生でも『研究論集』や「政経学会」【4(4)-14-3】で公表されている。2013年度は博士前
期・後期課程あわせて「研究論集」にて21本，「政経学会」にて20本公表されている。期限
内の学位取得は，80％を超え概ね修業年限内の修了が可能である。進路は8.7％が進学，
37％が就職，54.3％はその他（留学生の帰国等）であり，教育目標として掲げる人材を輩出
している。

【博士後期課程】
　「学位授与方針」に具体的到達目標を示し，規程による学位論文の審査のプロセスに加
え，助手任用時での審査，学会誌への投稿や学会発表を促す制度の他，「政経学会」
【4(4)-14-3】，『研究論集』【4(4)-14-2】を通じて，学力の水準を担保している。優秀論
文は『研究論集』や「政経学会」などで公表されている。2013年度は博士前期・後期課程あ
わせて「研究論集」にて21本「政経学会」にて20本公表されている。「課程博士」の取得は
期限内に提出できるよう指導しており，2013年度の課程博士は3名であった【4(4)-14-11：
表31】。

【博士前期課程】政経学会
を継続して開催してきたこ
とにより，院生には発表を
する機会だけでなく，聴く
機会も確保され，よい刺激
となっている。
【博士後期課程】政経学会
を継続して開催してきたこ
とにより，院生には発表を
する機会だけでなく，聴く
機会も確保され，よい刺激
となっている。

「政経学会」については，
院生協議会と定期的には話
し合い，検証を行っている
ので，それを活用し，改善
を図る。

①現状の説明
4(4)-14-2　政治学研究論集（第38～39号），経
済学研究論集（第39～40号）
4(4)-14-3　政経学会第22回プログラム《既出
4(3)-14-7》
4(4)-14-11 明治大学データ集表３１

c ●学生の自己評価，卒業後の評価（就職先の
評価，卒業生評価）を実施しているか
　　　　　　　　【約４００字～６００字】

学生の自己評価については，博士前期課程・博士後期課程ともに，毎年度末，修了予定者に
対し，授業内容，授業満足度や教材の適正等カリキュラム全体に関するアンケートを実施し
ている。【4(4)-14-4】また，年一回院生協議会と執行部の意見交換を行っている。【4(4)-
14-5】なお，政経学会は教員と大学院学生の共同開催であり，その準備のプロセスでも意見
を随時交換できる。以上のとおり学生の学習成果を測定するための評価指標に配慮し，適切
に成果を測るよう努めている。

　修了予定者へのアンケー
トを十分に活用していると
は言えない。院生協議会と
執行部の意見交換は，年一
回行っているにすぎない。

　教育成果の検証に修
了予定者へのアンケー
トを十分に活用するこ
と検討する。院生協議
会と執行部の意見交換
を充実させる。
またＨＰに院生の研究
成果を載せるような工
夫をする。

　左記以外のアン
ケートなどの方法
も検討する。

①現状の説明
4(4)-14-4　2013年度修了者アンケート評価
4(4)-14-5　院生協議会との面談（記録メモ），
2014年3月3日開催《既出4(3)-14-9》

a ◎卒業・修了の要件を明確にし，履修要項等に
よってあらかじめ学生に明示していること。
◎学位授与にあたり論文の審査を行う場合に
あっては，学位に求める水準を満たす論文であ
るか否かを審査する基準（学位論文審査基準）
を，あらかじめ学生に明示すること。
　　　　　　　　　　　　【約２００字】

課程別に「学位取得のためのガイドライン」を定め，修了要件の他，学位請求までのプロセ
ス，論文に求められる要件（「論文審査基準」），学位審査の概要（審査・合否判定プロセ
ス）等を明示しており，大学院シラバス，ホームページで公開し，あらかじめ学生に明示し
ている【4(4)-14-6：7～21頁】【4(4)-14-7～8】。

①現状の説明
4(4)-14-6　2014年度政治経済学研究科シラバス
（抜粋）
4(4)-14-7　政治経済学研究科ホームページ「修
士学位取得のためのガイドライ
ン」:http://www.meiji.ac.jp/dai_in/political
_science-economics/master/6t5h7p000000vqic-
att/130124syushiguideline.pdf
4(4)-14-8　政治経済学研究科ホームページ「博
士学位取得のためのガイドライ
ン」:http://www.meiji.ac.jp/dai_in/political
_science-economics/doctor/6t5h7p000000veit-
att/guideline13.pdf

b ●学位授与にあたり，明確な責任体制のもと，
明文化された手続きに従って，学位を授与して
いるか。
　　　　　　　　　　　　【約６００字】

【博士前期課程】
修士学位論文の審査は主査１名と論文テーマに近い分野の副査2名，計３名が論文を審査
し，３名の修士学位論文の審査は主査１名と副査２名が論文を審査し，３名の平均評定70点
以上を合格としている。また，専修コースの大学院学生は修士論文に代わる「研究報告書」
を提出するが，この審査も水準の適切性を確保するため，修士学位論文の審査に準じる
【4(4)-14-9】。これらの結果は，「研究科委員会」にて審議される。
【博士後期課程】
博士学位論文については，論文受理に先立ち政治経済学研究会主催の「研究発表会」での口
頭報告が義務づけられている。受理された論文の審査には研究科委員会で選出された主査１
名と副査２名以上，計３名以上が論文審査と口頭試問を経た後に，審査委員による審査報告
が研究科委員会において書面でなされる。その後，一定の業績開示期間を経て，研究科委員
会での投票によって合否を判定し，この結果を大学院委員会で最終的に審議する。この一連
の手続きは院生にも周知している【4(4)-14-10】。

　博士前期課程の修士論文
と研究報告書の審査は，論
文提出者の増加に伴い，短
期間に多量の論文を審査す
ることが求められている。
学年末の多忙な時期に，審
査の厳格化と教員の負担増
が深刻な問題となってい
る。論文のテーマを優先し
て審査員を決めているが，
特定の教員に集中し，一人
の教員がかなり多くの論文
を読むことも起こってい
る。

ＦＤ委員会の企画など
を含め，論文審査のあ
り方を様々な側面から
検討する。

　後期課程進学率
を高め，博士学位
の授与件数をいっ
そう増やすため
に，審査の時期や
審査員の選抜方法
を見直す等，適正
化を図る。

①現状の説明
4(4)-14-9　修士学位取得のためのガイドライン
《既出4(1)-14-3》
4(4)-14-10　博士学位取得のためのガイドライン
《既出4(1)-14-4》

（１）教育目標に沿った成果が上がっているか

（２）学位授与（卒業・修了判定）は適切に行われているか

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や目標の

 達成状況を評価する項目です。

効果が上がっている点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

発展計画
「改善を要する点」に対する発展計画「効果が上がっている点」

に対する発展計画
G列における伸張項目

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに
改善を要する点

F列の現状から記述

評価
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第５章　学生の受け入れ　

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

a ◎理念・目的，教育目標を踏まえ，
求める学生像や，修得しておくべき
知識等の内容・水準等を明らかに
した学生の受け入れ方針を，学部・
研究科ごとに定めていること。
◎公的な刊行物，ホームページ等
によって，学生の受け入れ方針を，
受験生を含む社会一般に公表して
いること。【約４００字】

（博士前期課程）
　本研究科は，一貫教育により国際的にも通用できる若手研究者の養成を目指す研究者養成
コースとグローバルに活躍できる高い判断力を備えた高度職業人の育成を目指す専修コース
の２つのコースを有し，入学者の受入れ方針は次のとおり定めており【5-14-1】，その公表
については「学生募集要項」及び大学ホームページにおいて公開し，受験生を含む社会に幅
広く公表している。【5-14-2：1貢，5-14-3】主に次のような資質や意欲を持つ学生を積極的
に受け入れる。
　①政治，社会，経済のいずれかの一般的ならびに専門的素養を持ち，明確な問題意識を持
つ者
　②外国語文献にも取り組む向学心を持ち，粘り強く研究を続ける意欲を持つ者
また，入学するにあたり，修得しておくべき知識等の内容・水準として，次の３点を定めて
いる。
　①政治学，社会学，経済学，またそれらの関連領域において，一般的素養を持ち，研究対
象について分析・考察を進めるための基礎的能力を修得していること。
　②他者の意見を尊重しながら，自分の考えを明確化するために議論できるようなコミュニ
ケーション力を備えていること。
　③グローバル化が進展する現代社会に対応する能力を備え，幅広い視野と優れた外国語能
力を修得していること。
（博士後期課程）
　入学者の受入れ方針において，求める学生像として次の２点を定めている。
　①政治，社会，経済のいずれかにおいて十分な専門的知識を持ち，博士論文作成に向けた
強い意志を持つ者
　②外国語文献を十分に読解する能力を持ち，自立した研究者になりたいという旺盛な意欲
を持つ者
　また，入学するにあたり，修得しておくべき知識等の内容・水準として，次の２点を定め
ている。
　①政治学，社会学，経済学，またそれらの関連領域において，十分な専門的素養を持ち，
自分の専門に関する研究を推進できる能力を修得していること
　②学術，研究の高度化とグローバル化が進展する現代社会に対応できるような幅広い視
野，分析手法，優れた外国語能力を修得し，自分の専門分野に生かす力を修得していること

【博士前期課程】
２コースを設置することで，
研究者を目指す学生のみなら
ず，高度職業人を志望する学
生にも門戸を開き，多様な学
生を受け入れている。留学生
と社会人を対象にしたそれぞ
れの特別入試制度も同様の効
果を上げている。

【博士後期課程】アドミッ
ションポリシーを具体化する
ような高い選抜基準を設ける
ことで，博士論文作成にふさ
わしい資質と意欲を備えた学
生を確保している。

【博士前期課程】
入試選抜方法が異なる学
生が授業に混在すること
から，個々の学生に対応
した授業を展開しづらく
なっている。特に日本語
能力が不十分な留学生へ
の対応に苦慮している。
【博士後期課程】
課程博士論文提出までに
は，研究科が定めたいく
つかの要件をクリアする
必要があり，標準修業年
限ではそれらをクリアで
きずに，博士論文未提出
のまま在籍が長期化して
しまう場合もある。

コース名の変更などを含め
たカリキュラムの改革に合
わせ，入試制度を検証す
る。

【博士前期課程】
カリキュラム改革に合わ
せて，入試制度も検証す
る。

　
【博士後期課程】
在籍学生の状況を把握し
て，助手制度の活用など
のサポートの充実を通じ
て，学位の取得を促進す
る。在籍が長期化してい
る学生を抱える指導教員
には，当該学生に対する
一層の督励を求める。

　

【博士後期課程】
学位取得へのサポート体
制のさらなる充実を図
る。

①現状の説明
5-14-1　大学院政治経済学研究科
「入学者受入」「教育課程編成・
実施」「学位授与」方針《既出
4(1)-14-1》
5-14-2　政治経済学研究科2014年
度大学院学生募集要項（抜粋）
《既出1-14-6》
5-14-3　政治経済学研究科ホーム
ページ「政治経済学研究科入学者
の受入方針（アドミッション・ポ
リシー）
:http://www.meiji.ac.jp/dai_in
/political_science-
economics/policy/graduate_ap.h
tml

b ●該当する事項があれば説明する
【約２００字】

発展計画
「改善を要する点」に対する発展計画

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目
Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や目標の

達成状況を評価する項目です。

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

評価

（１）学生の受け入れ方針を明示しているか（「AP」の全文記述は不要です）

求める学生像の明示及び当該課程に入学するに当たり修得しておくべき知識等の内容・水準の明示及び社会への公表

障がいのある学生の受け入れ方針と対応
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

発展計画
「改善を要する点」に対する発展計画

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目
Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や目標の

達成状況を評価する項目です。

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

評価

a ●学生の受け入れ方針と学生募
集，入学者選抜の実施方法は整合
性が取れているか。（公正かつ適切
に学生募集及び入学者選抜を行っ
ているか，必要な規定，組織，責任
体制等の整備しているか）【約４００
字】

（博士前期課程）
　入学者の受入れ方針に基づき，「学内選考入学試験」，コース別の「一般入学試験」「外
国人留学生入学試験」「社会人特別入学試験」「飛び入学試験」など多様な受験生に対応し
た適切な入学者選抜試験制度が設けられている。まず，学内選考入試については，面接試問
を実施している。一般選抜入試，社会人特別入試，飛び入試について，研究者養成コースで
は外国語，専門科目，面接を実施している。専修コースでは，小論文，専門科目，面接を実
施している。外国人留学生入試においては，研究者養成コースでは外国語，専門科目，面接
を実施しており，専修コースでは専攻に関する基礎知識，面接を実施している。
（博士後期課程）
　入学者の受入れ方針に基づき，「一般入学試験」「外国人留学生入学試験」を実施し，修
士学位論文評点，専門科目試験，外国語試験，面接試験により公正な入学者選抜が行われて
いる。（本研究科博士前期課程研究者養成コース修了（予定）者については専門科目試験を
免除。）ただし，国費留学生と政府派遣留学生については，送り出し機関ないし日本での受
入れ責任者の認定により入学者の選抜が行われている。【5-14-4】
（課程共通）
　外国人留学生については，一般入学試験との合格基準点を変える等，柔軟に対応し，社会
人特別入学試験においても，筆記試験科目数を一般入学試験に比べ少なくするなど，社会人
に配慮した入学試験を行い，職業人だけでなく，主婦・退職者等も受験しやすい科目数にし
ている。

　多様な入試を行ってい
るので，入試作業の負担
が大きい。試験では，合
否判定に定員はあまり意
識されていない。

　多様な入試を行ってい
るので，入試作業の効率
化とチェック体制の向上
を図る。また「年度計画
書」にあるように，修業
年限短縮による修士学位
取得の促進を図り，飛び
級や早期入学制度を活用
するなど，優秀な人材に
大学院進学を考慮させ
る，インセンティブを与
える方策を学部と連携し
ながらカリキュラム検討
委員会などで検討する。
入学定員の充足を意識さ
せるために，充足状況を
検証する。

　入試は落とすための試
験というよりは，受験生
が大学院学生としてふさ
わしい学力を備えている
かを確認するものである
ことを踏まえたうえで，
入学定員も意識した適切
な合否判定の方法はない
かを検討する必要があ
る。

①現状の説明
5-14-4  特定留学生書類選考入学
試験要項(Graduate School of
Political Science and
Economics Meiji University
Tokyo,Japan)

a ◎部局化された大学院研究科や独
立大学院などにおいて，在籍学生
数比率が1.00である。（修士・博士・
専門職学位課程）【約２００字】

（博士前期課程）
収容定員120名に対し，2014年度の在籍学生数は79名であり，収容定員に対する在籍学生数比
率は0.66である。また，専攻別にみると，政治学専攻は収容定員が50名に対し，在籍学生数
は42名であり，収容定員に対する在籍学生数比率は0.84である。経済学専攻は収容定員が70
名に対し，在籍学生数は37名であり，収容定員に対する在籍学生数比率は0.53である。ま
た，経済学専攻では外国人留学生試験以外での入学者数は十分とは言えないが，公正かつ適
切な入学者選抜を行うことを在籍学生数の管理よりも優先しているのが現状である。なお，
定員に対する在籍学生数の未充足に対応して，2009年度から博士前期課程入学試験の回数を
従来の秋期１回から秋期と春期の２回に増やした。春期の入試も秋期と全く同じ試験区分で
実施している。
（博士後期課程）
収容定員36名に対し，2014年度の在籍学生数は35名であり，収容定員に対する在籍学生数比
率は0.97である。また，専攻別にみると，政治学専攻は収容定員が15名に対し，在籍学生数
は25名であり，収容定員に対する在籍学生数比率は1.67である。経済学専攻は収容定員が21
名に対し，在籍学生数は10名であり，収容定員に対する在籍学生数比率は0.48である。

　博士前期課程の入学者
は定員には満たない。他
の大学院に入学するため
であろうが，合格しても
入学手続きをしない合格
者もいる。

　原因を調査し広報など
を充実させると同時に，
入試方法等を改善する。
競合する他大学大学院の
入学手続き締切日を確認
して，適正な手続き締め
切り日を設定する。

　カリキュラム改革等を
通じて，魅力あるプログ
ラムを立ち上げ，受験者
に対して履修モデルとし
て提示する。

b ◎現状と対応状況【約２００字】 　定員に対する在籍学生数の未充足に対応して，2009年度から博士前期課程入学試験の回数
を従来の秋期１回から秋期と春期の2回に増やした。春期の入試も秋期と全く同じ試験区分で
実施している。2015年度入試から，学内選考による博士前期課程入試をそれまでの夏期1回か
ら夏期と春期の二回実施することにした。年２回の進学説明会に加え，入試広報を充実させ
る必要がある。

　博士前期課程の入学者
は定員には満たないの
で，学力のレベルを下げ
ずに出願者の増加を図る
ことが課題である。収容
定員に対する意識は，学
部に比べると希薄である
ことは否めないので，改
善が求められる。

　入学者を増やすために
入試結果や自己点検評価
の資料をさらに活用する
方途を検討する。プログ
ラムの構築し履修モデル
として提示することなど
を通じて，受験生に対し
て専門性を活かせる修了
後の進路や資格の修得の
プロセスを明確化する。

定員を満たすため，飛び
級や早期入学制度を活用
することや奨学金制度を
拡充することなどによ
り，優秀な人材に大学院
進学を意識させるインセ
ンティブを与える方策を
学部と連携しながらカリ
キュラム検討委員会など
で検討する。

a ●学生の受入れの適切性を検証す
るに当たり，責任主体・組織，権
限，手続きを明確にしているか。ま
た，その検証プロセスを適切に機
能させ，改善につなげているか。
　　　　　　　　　　　　　【４００字】

　入学者の受入れ方針については，研究科執行部で原案の改定案を作成し，研究科委員会で
検証を行っている。また，研究科執行部において，入学者選抜方法の適切性を定期的に検証
している。入試制度については，入試検討委員会と執行部が連携をとり適宜検討し，必要な
変更を行い，その結果を学生募集要項へ反映させている。政府派遣留学生及び国費留学生の
選抜方法については，2011年度より英語に関する公的試験の結果を提出させることを義務づ
け，最低必要となる点数を明示した。
2013年度は，入試検討委員会を８回開き，適宜必要な改正を行った。

学力のレベルを下げずに
出願者の増加を図ること
が課題である。収容定員
に対する意識は，学部に
比べると希薄であること
は否めないので，改善が
求められる。

入試結果や自己点検評価
の資料をさらに活用する
方途を検討する。

カリキュラム改革等と連
動して，入試科目などの
見直しを図る。

（２）学生の受け入れ方針に基づき，公正かつ適切に学生募集及び入学者選抜を行っているか

（３）適切な定員を設定し，入学者を受け入れるとともに，在籍学生数を収容定員に基づき適切に管理しているか

（４）学生募集及び入学者選抜は，学生の受入れ方針に基づき，公正かつ適切に実施されているかについて，定期的に検証を行っているか

収容定員に対する在籍学生数比率の適切性

収容定員に対する在籍学生数の過剰・未充足に関する対応
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第６章　学生支援のうち修学支援及びキャリア支援

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

a ●修学支援に関する方針を，理念・目的，入学者の傾向
等の特性を踏まえながら定めているか。また，その方針
を教職員で共有しているか。
　　　　　　　　　　　　【約２００字】

本研究科の学生支援に関する方針は，「学長方針」に従
い，「年度計画書」における「学生支援」の項目におい
て，(1)キャリア・サポート制の強化(2)留学生支援(3)奨学
金制度の充実について示し【6-14-1】，教職員で共有して
いる。

①現状の説明
6-14-1　2015年度教育・
研究に関する長期・中期
計画書《既出1-14-2》

b ●方針に沿って，修学支援のための仕組みや組織体制
を整備し，適切に運用しているか。
　○留年者，休退学者の状況把握と対応
　○障がいのある学生に対する対応
　○外国人留学生に対する対応
　○学生支援の適切性の確認
　　　【約４００字～８００字程度】

　大学院生のメンタルヘルスケアについては，学生相談室
との連携が図られている。留年者，休退学者の状況につい
ては，研究科委員会に諮り，周知している。留籍および復
学については，研究科委員会として把握している。また，
学位論文の執筆言語を母語としない外国人留学生への校閲
支援や院生によるチューター制度を利用し，研究活動だけ
なく，学生生活における支援を行っている。2013年度に
は，フィールドワークと資料収集のための研修合宿を山中
セミナーハウスで行い，留学生を含む前期課程1年が多く参
加し，教員，学生同士の幅広い交流を行った。

フィールドワークと資料
収集のための研修合宿で
の交流は，これまであま
りなされてこなかった，
異なる分野や研究室の院
生の交流を活発化し，ま
た「資料収集とフィール
ドワーク」という研究の
基礎についての知識と体
験を共有したことで，修
学支援としても効果が
あった。

　留学生の学位論文
の日本語指導が指導
教員に集中し，負担
になる場合もある。

フィールドワークと資料収集
のための研修合宿を継続して
行う。

　留学生については研
究科の留学生関係委員
会を中心として，国際
教育事務室，学生相談
室と連携しながら研究
および生活支援に努め
る。また，チューター
制度や英文校閲の制度
を利用して留学生の研
究・日本語指導体制を
強化する。

　留学生の指導に当
たる教員の負担を軽
減するため，英語に
よる論文指導が可能
な教員の採用，外部
機関の活用など，組
織的なサポート体制
を整備する。
ＦＤ研修などの制度
を充実させる。

a ●進路支援に関する方針を，理念・目的，入学者の傾向
等の特性を踏まえながら定めているか。また，その方針
を教職員で共有しているか。
　　　　　　　　　　　　【約２００字】

本研究科の学生支援に関する方針は，「学長方針」に従
い，「年度計画書」における「学生支援」の項目におい
て，(1)キャリア・サポート制の強化(2)留学生支援(3)奨学
金制度の充実について示し【6-14-1】，教職員で共有して
いる。

①現状の説明
6-14-1　2015年度教育・
研究に関する長期・中期
計画書《既出1-14-2》

ｂ ◎学生の進路選択に関わるガイダンスを実施するほか，
キャリアセンター等の設置，キャリア形成支援教育の実
施等，組織的・体系的な指導・助言に必要な体制を整備
していること。
　　　　　　【約４００字～８００字】

　本研究科独自に「キャリア・サポート委員会」を設置し
ている。当委員会は，全学的組織である就職・キャリア形
成支援事務室との連携をとりつつも，独自に就職支援講座
を開催するなど，企業や官庁が求める人材像について学生
への周知に努めている。その取組みとして，2013年11月7日
（木）に大学院生のための就職支援セミナーを実施した。
【6-14-2】

　本研究科独自の就職支
援セミナーが実施されて
いる。卒業後，留学生も
含め，多様なキャリアが
想定されているので，研
究科独自のセミナーで細
かいニーズに合わせて行
う意義がある。

博士後期課程の院生
と研究職に就いた卒
業生との交流や情報
交換が十分ではな
い。

　キャリア・サポート委員会
を中心として，学部および他
研究科との連携によって学生
に対するキャリア・サポート
活動をさらに強化する。

博士後期課程の院生と
研究職に就いた卒業生
との交流や情報交換の
を検討する。

ＯＢＯＧ懇談会を実
施する。

①現状の説明
6-14-2 「留学生を含む
全ての大学院生のための
「就職支援セミナー」」

（１）学生支援に関する方針を定め，学生への修学支援は適切に行われているか

ryuu

 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や目標の

達成状況を評価する項目です。

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

Aｌｔ＋Enterで箇条書きに

評価
「改善を要する点」に対する発展計画

発展計画

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

改善を要する点
F列の現状から記述
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第１０章　内部質保証

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

a ◎自己点検・評価を定期的に実施し，公表している
こと
　                      【約４００字】

　自己点検・評価活動は大学院学則第２条の２に基づく活動
であり，毎年，自己点検・評価全学委員会による基本方針に
従い，自己点検・評価を行っている。またそれらの点検・評
価活動の後，「学長方針」に基づき「年度計画」を作成して
いる。2013年度は研究科内の自己点検・評価委員会を年1回開
催し，「2012年度自己点検・評価報告書」を作成した。同報
告書は，2013年6月4日開催の研究科委員会に付し，その後全
学の手続きを経て，ホームページで公開している。【10-14-
1，10-14-2】

【評価に関する委員会等の設置】
（名称，メンバー，2013年度開催回数）
（１）自己点検・評価委員会 委員４名（2013年度から１名増
員予定）
，ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ：研究科執行部4名（研究科長，大学院委員，各
専攻主任），計8名　年2回開催
なお，自己点検：評価委員会委員は政治学専攻2名，経済学専
攻2名により構成されている。

　自己点検・評価のプ
ロセスと年度計画書の
作成，各種委員会の活
動などとの連携が十分
でない。

　コース制の見直しの
ケースに見られるよう
に，実際の改善はカリ
キュラム検討委員会，入
試制度改善委員会や執行
部で必要に応じて進めら
れるが，自己点検・評価
活動との連動を一層図る
ため，各種員会の委員長
などにも必要に応じて，
報告書の作成参加を検討
する。

　「年度計画書」と
「自己点検・評価」
のプロセスの一層の
連動を図る。

①現状の説明
10-14-1 政治経済学研究
科委員会議事録（2013年
6月4日開催，審議事項11
「2012年度自己点検・評
価報告書について」）
10-14-2　明治大学
「2012年度自己点検・評
価報告書
」
http://www.meiji.ac.jp
/koho/about/hyouka/sel
f/2012/2.html

a ●内部質保証の方針と手続を明確にしていること。
●内部質保証をつかさどる諸組織（評価結果を改
善）を整備していること
●自己点検・評価の結果が改革・改善につながって
いること
●学外者の意見を取り入れていること
●　文部科学省や認証評価機関からの指摘事項に
対応していること
　　　　【８００字～１０００字程度】

　「年度計画書」の作成にあたり，自己点検・評価報告書の
「発展計画」を参考にしている。
　また，「学長方針」には，前回の自己点検・評価報告書に
ついての全学委員会のコメントや評価委員会の評価が反映さ
れており，ＰＤＣＡサイクルが整備されている。
　研究科内に設置されているカリキュラム検討委員会や入試
制度改善委員会等各種委員会では，現状をより具体的に把握
し，有効な改善策を策定するため，課題を分担して活動して
いる。
　前回認証評価時の助言・指摘事項や自己点検・評価　評価
委員からの指摘事項については，2011年度より第2期「改善ア
クションプラン」【10-14-3】を，「国際化」，「ＦＤ」の等
について3件策定し，改善指標を定めて進捗管理を行ってい
る。
2014年度は，認証評価の年であるので，そのための報告書作
成だけでなく，様々な面で認証評価対応を行った。

　毎年度自己点検・評
価活動を行い，予算プ
ロセスである「年度計
画書」との連動をでき
る限り図っており，さ
らに大学基準協会の大
学認証評価受審，文部
科学省の競争的補助金
や科学研究費補助金の
採択などにより，自己
点検・評価の重要性の
認識は着実に広まって
いる。

　予算プロセスとの連
動を含め，自己点検・
評価活動の理解はまだ
十分とはいなえない。
院生協議会との懇談会
の結果について情報が
十分に共有されている
とは言えない。
毎年自己点検を行って
いるにもかかわらず，
認証評価対応で新たな
課題が幾つも認識され
た。

　自己点検・評価を内部質保証
システムとして明確に位置づけ
る。

　毎年度自己点検・評価
活動や予算プロセスであ
る「年度計画書」との連
動についての方向性や仕
組みを教員で共有するよ
うに図る。
　自己点検の項目と認証
評価対応項目が，できる
だけ適応するように検討
する。

　学生，卒業生，学
生の父母などの評価
についても考慮すべ
きであるので，院生
協議会と研究科執行
部との懇談会など
も，内部質保証のシ
ステムの一環である
ように位置づけを考
える。このような適
切な外部評価の手続
き，ならびに評価結
果の活用方法の検討
を進める。

①現状の説明
10-14-3　第２期「改善
アクションプラン（３ヵ
年計画）」

（１）大学の諸活動について点検・評価を行い，その結果を公表することで社会に対する説明責任を果たしているか

（２）内部質保証システムに関するシステムを整備し，適切に機能させているか

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や目標の

達成状況を評価する項目です。

評価

Alt＋Enterで箇条書きに

発展計画

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

「改善を要する点」に対する発展計画「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目
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